
積水ハウス詐欺被害｢封印された報告書｣の驚愕 

公開拒んできた｢通常起こりえないこと｣の真相 

野中 大樹 一井 純 : 東洋経済 記者 
2019 年 10 月 11 日 
 

 
詐欺の舞台となったのは東京・五反田の旅館「海喜館」だった（記者撮影） 

積水ハウスが 2017 年に東京都品川区の老舗旅館「海喜館」の土地購入

に際して、詐欺師集団「地面師グループ」に計 55 億円をだまし取られた事

件をめぐって、積水ハウスが第三者の協力を得て事実関係を調べ上げてい

ながら、詳細をひた隠しにしてきた「調査報告書」の全容が『週刊東洋経済』

の取材でわかった。 

同事件は詐欺の被害額としては史上空前の規模で、マスコミは大きく取り

扱った。 

当時、事態を重くみた積水ハウスは弁護士や公認会計士による調査対策

委員会を発足させ、「なぜ、こういう事件が起きてしまったのか」を綿密に調
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べた上で調査報告書を完成させた。ところがその報告書は、2018 年 1 月

24 日の取締役会に提出されたのみで、社外に公表されたのは 2 ページ半

の「概要」のみ。1 年 9 カ月が経った現在も、積水ハウスは全文公開を拒ん

でいる。 

積水ハウス地面師事件は株主代表訴訟に発展 

積水ハウス地面師事件において、阿部俊則会長（事件当時は社長）をはじ

めとする経営陣に善管注意義務違反を問う株主代表訴訟が起きていること

は、ほとんど報道されず、知られていない。その株主代表訴訟が今、大きな

岐路にさしかかっている。調査報告書が一般公開されるか否かの瀬戸際に

あるのだ。 

きっかけは今年 4 月、大阪地方裁判所が積水ハウスに「調査報告書を提

出せよ」と命じる判決を出したことだった。この判決に積水ハウスは反発し、

即時抗告。「（調査報告書は）外部の者に開示することが予定されていない

文書であって、開示されると個人のプライバシーが侵害されたり個人ないし

団体の自由な意思形成が阻害されたりする」（積水ハウス側の意見書）とい

った理屈からだ。 

だが大阪高等裁判所は 7 月、積水ハウスの抗告棄却を決定。ついに積水

ハウスは調査報告書を裁判所に提出することとなった。ただ同時に、積水ハ

ウスは「閲覧制限」をかけるよう裁判所に申請し、あくまでも公開を限定的に

するよう求めた。10 月 11 日現在も、報告書は閲覧できない状態が続いて

いる。 

積水ハウスが報告書の公開を頑なに拒むのは、そこに現経営陣が知られ

たくない事実が記されているからである。そこには何が書かれているのか。

『週刊東洋経済』は調査報告書の全文を独自入手。裁判資料との照合と関

係者への取材を通して事実関係を押さえた。 



〈通常起こりえないこと〉。調査報告書は冒頭、事件をこう評す。普通の会

社が、常識的な判断をしていれば起こりえない事件だった、という意味だ。 

事件の経緯を知る、積水ハウスのある関係者は東洋経済の取材にこう話し

た。「地面師グループが狡猾で手口も巧妙だったため積水はそれを見破れ

ず、騙されてしまった･･･世間はそう思ったかもしれない。だが、この事件は

そんな単純なものではない。調査報告書には、積水の経営陣にとって何が

何でも知られまいとする事実が克明に記されている」。 

決済日当日まで書類以外の本人確認を怠っていた 

たとえば不動産売買において、売り主が本物であるかどうかの「本人確認」

をすることは基本中の基本だ。高額取引であればあるほど、パスポートや公

正証書といった書類確認ではなく、知人や近隣住民による生の目で本人確

認を実施する。にもかかわらず本件で積水ハウスは、決裁日当日まで書類

以外の本人確認を怠っていた。 

打ち合わせの途中で、偽地主が自分の住所や誕生日、干支を間違えると

いった不自然な挙措を見せてもなお、本人確認を実施していなかったの

だ。 

「通常起こりえないこと」が、なぜ起きてしまったのか。そして、なぜ積水ハウ

スの経営陣は報告書の公開に抵抗するのか。『週刊東洋経済』10 月 12 日

（土）発売号はスペシャルリポート「積水ハウス地面師事件 「封印された報

告書」の全貌」で、調査報告書に記された驚くべき事実を報じている。なお、

同記事は『週刊東洋経済プラス』でも全文公開している。 
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